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１ はじめに 

 「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン（令和４年６月３日デジタル

臨時行政調査会）」に基づき、７項目のアナログ規制に関する見直しに向けた工程表

が令和４年12月21日に「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程

表」として公表されたところである。 

このうち、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号）

及び下位政省令（以下「建築物衛生法令」という。）に関しては、建築物環境衛生管

理基準等の維持管理のために設けられている定期検査・点検等がデジタル技術によ

る規制の見直し対象としてあげられている。また、建築物衛生法令に基づき制定さ

れた厚生労働大臣告示及び行政通達に関しても、同趣旨の見直しが求められている。 

 これらの状況を踏まえ、厚生労働科学研究「IoTを活用した建築物衛生管理手法の

検証のための研究（研究期間：令和４～５年度、研究代表者 国立保健医療科学院

生活環境部上席主任研究官 金勲）」の研究結果（以下「金班研究結果」という。）

に加え、令和５年８月から建築物衛生に係る有識者で構成する「デジタル技術を活

用した建築物環境衛生管理のあり方に関する検討会」を開催し、建築物環境衛生管

理基準の維持管理のために設けられている定期検査・点検等に関するデジタル技術

を活用した見直し等の必要な事項について、５回にわたり検討を行い、本とりまと

めを作成した。 

 なお、本検討会に併走する形で、「デジタル技術を活用した建築物環境衛生管理基

準の達成等に向けた検証研究（研究期間：令和５～７年度、研究代表者 国立保健

医療科学院生活環境部上席主任研究官 阪東美智子」も行っているが、初年度であ

る令和５年度では、十分な研究成果が得られていないことから、本とりまとめには

反映されていない。 

 

２ 建築物衛生関係法令等における定期点検・検査関係に関する検討結果 

（１） 基本的な考え方 

○  本検討会では次の３点を留意事項とした。 

① デジタル技術の活用が、衛生水準の低下や健康被害の発生を招くよう 

なことはあってはならないこと。 

② 精度管理、測定値の信頼性が継続して担保できること。 

③ 供給体制や費用（導入・運用）が適切であること。 

 

（２） 空気環境 

ア 空気環境の測定 

（現行の規定） 

○  建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則（昭和四十六年厚

生省令第二号、以下「建築物衛生法施行規則」という。）第三条の二第一号
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に基づき、それぞれの測定項目に対し、それぞれの測定方法が別表１のとお

り規定されている。 

 

○  このうち、ホルムアルデヒドは、特定建築物の建築、大規模修繕、大規模

模様替の後、建築物の使用を開始した日以後に最初に到来する 6～9 月に 1

回測定となっており、定期に点検する測定項目では無く、本検討会における

見直し対象では無いため、それ以外の６項目について検討した。 

 

  （検討の方向性） 

○  現在、浮遊粉じんの量を含む６項目に対して同時測定する測定機器が使用

されており、施行規則で定められている頻度（２ヶ月以内に１回）において、

測定員が現場に赴いて測定しているのが現状である。しかし、当該機器は測

定記録を csv ファイルで出力し、Bluetooth 等でデータを移送することは可

能であるものの、常時測定・常時監視に耐えることはできない。 

  

写真１ 現在行われている空気環境測定1 

○  他方、空気環境測定の対象項目（少なくとも二酸化炭素の含有率、温度、

相対湿度の３項目）については、常時測定できる小型測定機器（以下「小型

連続測定機器」という。）が市場に流通、あるいは開発されている。また、

実用段階ではないが、一部のメーカーでは６項目が同時測定できる連続測定

機器の開発もされている。さらに、近年建設された建築物では、

BEMS(Building and Energy Management System) という、ITを利用して業

務用ビルの照明や空気調和設備などを制御し、最適なエネルギー管理を行う

システムの活用も進んでおり、温度、相対湿度及び二酸化炭素濃度をモニタ

リングしているケースもある。 

 

○  当該 BEMS データと、小型連続測定機器の実証実験を含めた現場測定結果

を比較検討した金班研究結果によると、測定機器の設置場所やフロアのレ

イアウト、空調方式やゾーニング、冷暖房モードによって一概には言えな

いが、建築物によっては同等レベルの値を出すことがわかり、空気環境の

 
1 令和５年度生活衛生関係技術担当者研修会資料２より抜粋 
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測定への活用の余地があることがわかった。例えば図 Aでは、3箇所（居

住域・壁面・還気ダクト）に設置された BEMSセンサーと居住域に設置した

小型連続測定機器の温度の関連を評価しているが、3箇所の BEMSセンサー

のいずれの値も、居住域の小型連続測定機器と良好な対応を示した。ま

た、同等のレベルの値が出なくても、適宜、補正することで、データの活

用の余地があることが分かった。図 Bの暖房期のグラフを見ると、居住域

の BEMSセンサーと居住域の小型連続測定機器は y=xの良好な対応を示した

が、壁面・還気ダクトの BEMSセンサーは y=xから平行移動した値を呈し

た。従って、事前に切片の補正係数を把握しておくことで居住域の温度を

推定できる可能性がある。温度以外のパラメーターについて、相対湿度は

値が大きくばらついたが、二酸化炭素濃度は還気ダクトに設置されている

BEMSセンサーであっても居住域の二酸化炭素濃度と比較的良好な対応を示

した（図 C, D）。以上の結果から、測定機器の設置場所や建築物のレイア

ウトによって一概には言えないが、建築物によっては同等レベルの値を出

すことがわかり、活用の余地があることがわかった。また、同等のレベル

の値が出なくても、適宜、補正することで、データの活用の余地があるこ

とが分かった。

 
図 A：3箇所の BEMSセンサーと居住域の小型連続測定機器の温度の関連 

（神奈川県に所在する天井吹出・天井吸込の事務所） 
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図 B：3箇所の BEMSセンサーと居住域の小型連続測定機器の温度の関連 

（神奈川県に所在する床吹出・天井吸込の事務所） 

 

 
図 C：還気ダクトの BEMS センサーと居住域の小型連続測定機器の二酸化炭

素濃度の関連（神奈川県に所在する天井吹出・天井吸込の事務所） 
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図 D：還気ダクトの BEMS センサーと居住域の小型連続測定機器の二酸化炭

素濃度の関連（神奈川県に所在する床吹出・天井吸込の事務所） 

 

○  しかし、小型連続測定機器を活用した常時測定（測定結果の記録を含む。）

や BEMS データの活用に関して、適切な精度管理など（ア）から（ウ）に掲

げる留意事項がある。 

  （ア）適正に精度管理がなされていること 

  連続測定機器が示す数値の真正性を担保するためには、精度管理、特に

適正に較正された機器を使用する必要がある。このため、メーカー出荷時
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【図 E 注記】 

1)平日 9-18時の日平均値で集計し、測定値の経年変化を確認するために 3か月ごとに箱ひげ図（上から最高値・第三四分位点・

中央値・第一四分位点・最低値）、●プロット（平均値）、×プロット（外れ値）で示している。 

2)多重比較検定には外れ値を除いて Steel–Dwass検定を用いた。（*: p < 0.05, **: p < 0.01） 

図 E 小型連続測定機器の経年変化（相対湿度） 

 

  また、二酸化炭素濃度のように一部の測定項目を測定する小型連続測

定機器においては、自動較正機能を有している機器が普及しており、当該

機器は一定期間中に測定された最低濃度を大気中と同等の濃度（400ppm）

に設定するという原理になっている。ヒアリング対象企業の一社からは

自動較正機能によるメンテナンスフリーと主張していたが、他のヒアリ

ング対象企業からは、昨今の建築物は気密性が高く、勤務形態にも変化が

あるため、建物内で計測された最低濃度を必ずしも大気濃度と見なすこ

とが出来ないこと、大気中の二酸化炭素濃度が年々上昇しており長期間

の濃度自動較正後の精度担保は難しいとの意見もあり、空気環境測定に

精通した構成員も同意見であった。図 F は自動校正機能が搭載されてい

る小型連続測定機器 A・Cと、自動較正機能が搭載されていない小型連続

測定機器 B の CO2濃度の長期測定結果を示したものである。2023 年 2 月

の測定初期にはすべての小型連続測定機器に差があったものの、小型連

続測定機器 A は自動校正機能により小型連続測定機器 B と概ね同等の測

定値となった。一方、小型連続測定機器 Cは自動校正機能が搭載されてい

る仕様ではあるが、約 1 年経過後においても他の測定機と比較して高い

測定値となっていることから、自動較正の方法については引続き検討が

必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 F 注記】 
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1)測平日 9-18 時の瞬時値を集計し、測定値の経年変化を確認するために 1か月ごとに箱ひげ図（上から最高値・第三四分位点・

中央値・第一四分位点・最低値）、●プロット（平均値）で示している。 

図 F 小型連続測定機器の経年変化（CO2濃度） 

 

  （イ）不適の判定基準の決定 

  現行制度では、建築物衛生法施行規則第３条の２第２号により、浮遊粉

じん・一酸化炭素・二酸化炭素については「１日の使用時間中の平均値と

すること」とされているが、常時測定できる機器を使用した場合には１日

を通じて記録を取ることができるため、１日のうちのどの時間帯が基準

値を超過しているか、あるいは超過していないのかが明示的になる。基準

値を超過している時間とその位置が明らかになれば、環境衛生の改善に

役立てることができるが、法が求める環境基準の適合、不適合の判定基準

をどうするかについては慎重に検討する必要がある。 

（ウ）実地測定との比較・検証が行われており、必要に応じて補正すること 

  現行制度では、「始業後～中間時、中間時～終業前の適切な２時点にお

いて、各階ごとに１カ所以上適当な居室を選んで、その中央部の床上７５

ｃｍ以上１５０ｃｍ以下の位置で測定」とされているが、建築物の使用、

利用を阻害しないため、小型連続測定器を壁面や柱面、などに取り付けて

使用しているケースや、BEMS のセンサーをペリメータや空気調和設備の

周りに組み込んでいるケースがあることから、これらが実値測定の結果

と比較して、乖離していないかの確認が必要であり、仮に実値測定の結果

と比較した場合、著しく乖離があることが確認されたときは、当該比較結

果を踏まえて、データを補正することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 G B ビル 1 階事務室と 4 階事務室の垂直温度分布（左：冬季、右：夏季） 
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なお、現場立入測定（現行測定法）と小型連続測定機器の比較（図 H）による

と、小型連続測定機器の測定値は現場立入測定の測定値と比較して多くの場

合、温度が±0.5K、相対湿度が±5%RH、CO2濃度が±50ppm 以内となったが、

一部大きく乖離が生じている点があり、小型連続測定機器の定期的な校正な

どが不可欠と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 冬期（2022/12 – 2023/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 夏期（2023/8 – 2023/9） 

【図 H 注記】 

1) 小型連続測定機器の測定値は 3 種の小型連続測定機器の測定値の中央値をプロット、最高値・最低値をエラーバーで示して

いる。 

2)凡例は建物記号を示している。例えば、Aと B は別の建物である。なお、A-1と A-2 は同じ建物の異なるフロアを示している。 

 A-1）建物 A の２階、A-2） 

 ※ どこで測定したのかの注意書 

図 H 現場立入測定（現行測定法）と小型連続測定機器の比較 

 

○  以上のとおり、小型連続測定機器を活用した常時測定（測定結果の記録を

含む。）や BEMS データの活用を推進することは必要であるが、上記の留意事

項に関しては引き続き検討していくこととする。 

 

○  他方、ヒアリング対象企業から空気環境測定の対象項目のうち、気流、浮

遊粉じん濃度及び一酸化炭素濃度の測定頻度については見直しを行っては



9 

どうかとの提案があった。当該企業からは、気流は、建物の外皮性能が比較

的低かった規制制定当時は、室内熱負荷を除去するために大量の冷房空気を

吹出していたため、ドラフトの懸念から設定していたと考えられること、浮

遊粉じん濃度はタバコの煙等を意識して設定していたと考えられること、ま

た、一酸化炭素濃度は、石油ストーブ等の開放型暖房器具の利用があっため

に設定していたと考えられるという意見があった。 

 この点、現在の建築物においては、上記の発生源が少なくなっている上、

衛生行政報告（厚生労働省）によればこれら３項目に係る不適率も低くなっ

ていることから、例えば建築物内において、多数の人が利用または使用する

場において、発生源と認められるものが無いことや、半年から１年以内に一

回の測定を行った結果、建築物環境衛生管理基準を下回っており、その室内

環境の状態が維持できると認められることなどの一定の条件下においては、

測定頻度の緩和を検討する余地がある。 

 

建築物環境衛生管理基準2の不適率（空気関係） 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

浮遊粉じん 2.0% 1.8% 1.5% 

一酸化炭素 0.3% 0.4% 0.3 

二酸化炭素 24.4% 14.5% 12.5 

温度 32.2% 34.6% 36.4 

相対湿度 57.7% 59.8% 60.2 

気流 2.3% 2.9% 2.9 

ホルムアルデヒド 3.0% 1.7% 2.6 

 

イ 空気環境の測定に用いる機器 

（現行の規定） 

○  清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法等に係る基準（平成 15 年

３月 25日厚生労働省告示 117号）では、「空気環境の測定に用いる測定器に

ついて、定期に点検し、必要に応じ、較正、整備又は修理を行うとともに、

使用する測定器の点検等の記録を、測定器ごとに整理して保管すること。」

と規定されており、また、建築物環境衛生維持管理要領（平成 20年 1月 25

日健発第 0125001 号）では、「測定機器については、定期的に点検整備し、

浮遊粉じん量の測定に使用される較正機器にあっては 1 年以内ごとに 1 回、

施行規則第 3 条の 2 第 1 項の規定に基づく厚生労働大臣の登録を受けた者

の較正を受けること。」と規定されている。 

 

 
2 衛生行政報告例（厚生労働省）第４章「特定建築物施設数・管理技術者選任建築物数・立入検査等回数・説明又は資料の要

求・処分件数・改善の勧告，建築物の種類・都道府県－指定都市－中核市（再掲）別」より厚生労働省にて集計 
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 （検討の方向性） 

○  常時測定が可能な小型連続測定機器を活用していたとしても、当該連続測

定機器自体が正常に働いているかを定期的に確認することが必要であり、仮

に、定期的な確認を排除してしまった場合であって、当該機器に異常が生じ

ていたときは、誤った測定値であることを認識しないまま長期間継続され、

公衆衛生が損なわれる可能性がある。また、測定器自体の異常を検知する機

構を当該測定器に具備できたとしても、当該機構自体が正常に稼働している

かの定期的な点検が必要である。 

 従って、本規定は引き続き保持すべきである。 

 

（３） 空気調和設備及び機械換気設備の維持管理 

 ア 空気調和設備の衛生管理  

（現行の規定） 

○  建築物衛生法施行規則第３条の 18 において、空気調和設備に関する衛生上

必要な措置は別表２のとおりであり、このうち本検討会の検討の対象になっ

ているのは、次の３点である。 

① 冷却塔及び冷却水に関する使用開始時および使用期間中に 1 ヶ月以内ご

とに 1回の定期点検と必要に応じて、その清掃及び換水等を行うこと 

② 加湿装置に関する使用開始時および使用期間中に 1 ヶ月以内ごとに 1 回

の定期点検と必要に応じて、その清掃及び換水等を行うこと 

③ 空気調和設備内に設けられた排水受けに関する、1 ヶ月以内ごとに 1 回

の定期点検と必要に応じて、その清掃等の実施 

 

○  また、「特定建築物に係る個別管理方式の空気調和設備の加湿装置及び排水

受けの点検等について」（健衛発 0331 第９号平成 27年３月 31日、以下「平

成 27 年課長通知」という。）では、次の２点が通知されており、個別管理方

式の空気調和設備の加湿装置及び排水受けの点検等については、デジタル技

術の活用を可能とする一定の措置がなされているところである。 

① 加湿装置、排水受けについてレジオネラ属菌等を含むスライム、カビ等

の汚れを検知するセンサーがついている場合には、常時センサーが汚れを

確認していることから、このことをもって、月１回の点検を実施している

とみなすこととする。 

② 単一の建築物内で同一の設置環境下にある空気調和設備については、運

転条件や型式別にグループ化した上で、各階毎にその代表設備を目視によ

り点検等（内視鏡による点検を含む。）することとし、代表設備以外の設備

については、給気にカビ臭等の異臭がないか等の確認をもって、加湿装置、

排水受けの状況を判断することで差し支えない。 
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 （検討の方向性） 

○  冷却塔、冷却水は、スケール形成と生物増殖の二つが課題であるが、これら

の対応としては、自動ブロー装置(冷却水の電気伝導率が所定の値を超過した

際に冷却水の自動排水・供水を行う装置)による冷却水濃度の管理のほか、ス

ケール形成や藻類増殖の抑制を目的とした薬剤の自動注入といった技術が広

く活用されている。前者に関しては、自動で動作することを念頭に置いた装置

ではあるものの、建築物所有者の管理下に置かれる装置のため、装置稼働状況

等の管理に対するデジタル技術の活用については、建築物ごとに対応が異なる。

ヒアリングを実施した企業の中では、「電気伝導率をはじめとする水質の連続

測定結果を集約できる装置は複数の企業より販売されているものの、自動ブロ

ー装置との連動に関しては、建築物所有者の判断となる」との回答も得られて

いる(技術的には対応可能)。後者に関しては、投入薬剤の注入量、濃度管理を

行う機能を有する装置は販売されており、これらの装置の管理上必要となる項

目(薬品濃度、薬注タンク残量など)を遠隔で監視できる装置が実用化されてい

る。しかし、これらの技術は「自動」ではあるものの、汚染状況の確認と清掃、

換水を規定している建築物衛生法施行規則が求める技術ではない。また、金班

研究結果では、生物増殖のうち、レジオネラ属菌の管理については、定期的に

実施される水質検査の結果に基づいて判断をして、問題が認められた場合には

すぐに対処するという対応が取られている事例が認められている。冷却水にお

けるレジオネラ属菌の管理に関しては、レジオネラ属菌の濃度自体の測定、も

しくはその代替指標の測定のいずれも、連続測定は技術的な難易度が高く、企

業ヒアリングにおいても、レジオネラ属菌関連項目の連続測定技術が実用化済

み、あるいは開発中との回答は得られなかった。以上のことから、冷却塔・冷

却水の管理に関しては、デジタル技術の活用による定期検査・点検の代替は技

術的には十分な可能性を感じさせる項目もあるものの、定期的な点検の実施は

依然として必要である。 

 

○  加湿装置に関しては、定期点検に代替でき得るデジタル技術が確認できず、

引き続き検討が必要である。 

 

○  排水受けについては、排水受けを常時、または定期的に監視する小型カメラ

が内蔵された空気調和設備が開発・活用されていること、また、画像解析機能

により汚れを判別する機能が付与されていることから、こうした技術の活用に

より汚れや閉塞状況の点検を遠隔で監視することが可能である。しかし、ヒア

リング対象企業から、平成 27年課長通知の②では、「内視鏡による点検を含む

と書いてあるものの、小型カメラを用いて良いとは言及されていないため、見

直しを検討していただきたい」との意見があった。 

 また、ヒアリング対象企業から、平成 27年課長通知の①で示されている「レ
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ジオネラ属菌等を含むスライム、カビ等の汚れを検知するセンサー」には、何

をセンシングするセンサーであればよいのかが明らかでは無いこと、レジオネ

ラ属菌をセンシングできるセンサーは、実用化されているものがないため、検

討いただきたいとの意見があった。 

 この点について、構成員からは、カメラは機器や設備の一面しか映すことが

できず、カメラでは見えないところに汚れがたまっている場合、見落としてし

まうのではないかという意見や、仮にカメラで見ることができない場所で蓄積

した汚れが建築物の利用者に悪影響を及ぼした場合の責任の所在がどこにあ

るかといった意見もあった。 

 

内蔵カメラによるドレンバンの遠隔監視の例3 

○  他方、全ての空気調和設備にセンサーやカメラを取り付けて監視を行うこと

は衛生面から見れば重要であるものの、空気調和設備は単一の建築物内で多数

設置されていることが多く、同一の設置環境下にあるものも少なくないことか

ら、一部の空気調和設備の汚染状況を確認すれば、同一の設置環境下で稼働し

ている他の設備の汚染状況も推測されることから、全ての設備にセンサーやカ

メラを取り付けて常時監視することは、効率面やコスト面からは現実的ではな

いと考えられる。 

 この点、特定建築物に係る個別管理方式の空気調和設備の加湿装置及び排水

受けの点検等については、平成 27 年課長通知を踏まえ、上記②の運用（以下

「グループ管理」という。）を認めているところであるが、空気調和設備の管理

を行う場合における、代表設備の選定方法及び代表設備以外の設備の確認のタ

イミングについて何も示していないため、デジタル技術の活用の際の課題とし

て引き続き検討が必要である。 

 

3 https://www.daikincc.com/fcs/service/kirei_watch/ 

https://www.daikincc.com/fcs/service/kirei_watch/
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 また、ヒアリング対象企業から、平成 27 年課長通知で言及していない中央

管理方式の空気調和設備であっても、個別空調方式と同様のグループ管理につ

いて検討していただきたいとの意見があり、この点については構成員からも異

論が出ていない。 

 

○  以上を総合的に勘案すれば、空気調和設備の衛生管理において、カメラ等の

デジタル技術の活用による衛生管理が出来るよう必要な見直しを行うべきで

あるが、次の（ア）及び（イ）の留意事項を踏まえながら、引き続き検討して

いくことが必要である。 

（ア）空気調和設備のグループ管理を行う場合における、代表設備の選定方法

及び代表設備以外の設備の確認のタイミングをどうするか 

（イ）カメラは一台では施設や機器の一面しか写すことが出来ず、多角的な監

視が困難であることから、遠隔カメラ等の設置場所をどのように決めるか。 

 

 イ 空気調和設備及び機械換気設備の維持管理 

（現行の規定） 

○  空気調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準（平成 15年３月

25 日厚生労働省告示 119 号）、清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法

等に係る基準（平成 15年３月 25日厚生労働省告示 117号）及び建築物環境衛

生維持管理要領（平成 20年 1月 25日健発第 0125001号）において、このうち

本検討会の検討の対象になっている空気調和設備及び機械換気設備の維持管

理は別表３のとおりである。 

 

（検討の方向性） 

○  ヒアリング対象企業からは、空調機や配管のゲージなど各種設備に取り付

けられているアナログやデジタルゲージの値を監視・画像解析し、データ化

して管理するとともに、あらかじめ設定した管理値を逸脱したときにアラー

トを出す技術があること、現在開発中ではあるものの、通常画像との相違点

を AI で検知する技術があるとのことであった。また、建築物衛生ではなく、

製造業での活用を主眼としているが、別のヒアリング対象企業からは、大型

の航空機パネルにおける最小１ミリの傷を検出できる技術があるとのことで

あり、こうした技術を活用していくことで、これまで作業員が現場で目視検

査していたことや、熟練の作業員で無ければ異常の判別ができなかったこと

も、デジタル技術の力で代替できる可能性がある。 

 しかし、AI で異常を判別する技術に関しては、撮影環境の変化が異常の有

無を検知する精度に影響を及ぼすなど、活用には課題が残っているという意

見が構成員から出ており、引き続き技術の革新を注視していく必要がある。 
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○  また、ヒアリング対象企業からは、空気清浄装置の性能が低下するフィル

ターについては、微差圧センサーによる圧力損失、風速センサーによる吸込

風速を測定することで、性能低下に係る検知が可能であること、また圧力損

失が増加せずに性能が低下するフィルター（静電フィルターなど）はフィル

ター前後に PM センサーを設置することで検知可能であるとの意見があり、

構成員からも異論が無かったことから、フィルターに応じたセンサーを使う

ことで、定期的な点検のあり方（頻度など）に検討の余地があると考えられ

る。 

 

○  他方、送風機及び排風機における風量の測定及び作動状況の定期点検、冷

却塔における集水槽、散水装置、充てん材、エリミネータ等の汚れ、損傷等

並びにボールタップ及び送風機の作動状況の定期点検、全熱交換器における

フィルターやエレメントの汚れの定期点検、自動制御装置における、経年変

化に対する調整及び設定温(湿)度と室内の温(湿)度との差の定期点検、適切

な外気導入量確保のための風量の定期点検のそれぞれについては、中間とり

まとめの段階では十分な検討・結論を出すには至らなかったことから、金班

研究成果、阪東班研究成果のそれぞれの研究成果も踏まえつつ、引き続き検

討していくこととする。 

 

○  なお、定期的な点検に代替するセンサー及びカメラの設置に関しては、こ

れらが有効に稼働しているかの点検は必要であり、この点は（１）のイと同

様に十分に留意することが必要である。 

 

（４） 飲料水 

ア 飲料水の衛生管理 

 （現行の規定） 

○  建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則第４条第１号で

は、給水栓における水に含まれる遊離残留塩素の含有率を百万分の 0.1（結

合残留塩素の場合は、0.4）以上に保持するようにすることとされているこ

と、ただし、供給する水が病原生物に著しく汚染されるおそれがある場合又

は病原生物に汚染されたことを疑わせるような生物若しくは物質を多量に

含むおそれがある場合の給水栓における水に含まれる遊離残留塩素の含有

率は、百万分の〇・二（結合残留塩素の場合は、百万分の一・五）以上とす

ることとされており、同施行規則第四条第七号に基づき、遊離残留塩素の検

査を７日以外毎に一回定期に行うことと規定されている。 

 

○  また同施行規則では、水道又は専用水道から供給する水のみを水源として

飲料水を供給する場合と、地下水、その他上表に掲げる水以外の水を水源の
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全部又は一部として飲料水を供給する場合のそれぞれについて、（昭和四十

六年厚生省令第二号、以下「建築物衛生法施行規則」という。）第四条第三

号及び第四号に基づき、それぞれの測定項目に対し、それぞれの測定頻度が

別表４～別表６のとおり規定されている。 

 

○  また、定期検査とは規定されていないが、同施行規則第４条第５項では、

給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異

常を認めたときは、水質基準省令の表の上欄に掲げる事項のうち必要なもの

について検査を行うことと規定されている。 

 

（検討の方向性） 

○  水質検査に関しては、測定項目によっては、６か月以内ごとに 1回、1年以

内ごとに 1 回、あるいは 3 年ごとに 1 回という項目もあり、測定間隔が非常

に長い上、検査項目も非常に多岐にわたっているため、連続測定できる小型

連続測定機器を使ってデータを取得していくメリットが乏しい。仮にデジタ

ル技術を活用した常時監視を義務づけると過重な負担となるため、現実的で

はない。 

 

○  他方、残留塩素濃度の定期検査については、検査頻度が 7 日以内ごとに 1

回と設定されている。遊離残留塩素濃度については、水道法施行規則第十七

条第二項の規定に基づき厚生労働大臣が定める遊離残留塩素の検査方法とし

て定められているポーラログラフ法を活用した連続測定装置が実用化されて

おり、多くの製造者より市販されていることが金班研究成果より報告されて

いる。ヒアリング対象企業のなかで、浄水場等の大規模施設では連続測定が

可能な機器を販売している企業がおり、遊離残留塩素の連続測定は技術的に

は不可能ではなくなってきている。しかし、建築物の衛生管理への導入には

大きく３つの課題がある。 

(ア) 現状、市場に普及している常設で連続測定を実施することを想定した機

器に関しては、浄水場等で使用するプロセス用の測定機器が中心であり、企

業ヒアリングでは建築物内での使用を主目的とした機器を販売していると

の回答は得られなかった。また、当該機器は一般的に高価である（現状、１

台で数百万程度する）ことから、建築物への導入に向けては費用面で大きな

障壁が存在する。 

(イ) 飲料水として飲用に供される水であることを考慮すると、連続測定用の

センサーに接触した水が、飲料水用の貯水槽に返送されることは基本的に避

ける必要がある。従って、測定に使用した水は、測定後には飲料水用の貯水

槽等に戻すのではなく、排水することが必要であるため、センサーの設置場

所やセンサー周辺の給水、排水配管についても入念な検討が必要である。ま
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た、ヒアリング対象企業によると、電気設備としてのセンサーは、振動に弱

く、ポンプや駆動部の近くに設置すると、正しい値を拾うことが難しくなる

との意見もあった。このため、既設の建築物に導入する場合、貯水槽や配管

等での工事を行う必要が生じる。 

(ウ) 水質測定用のセンサーも使用時間が長くなるに従い、測定値のドリフト

が生じるため、定期的な較正が必要となる。また、較正を含む定期的なメン

テナンスにかかる費用と連続測定導入に伴う便益の大小に関しても入念な

検討が必要となる。 

 

○  また、ヒアリング対象企業及び研究成果によると、濁度や色度、pH等につ

いては、技術的な観点では既に連続測定ができるといった段階にあり、上述

の残留塩素濃度を含む複数の項目を同時に測定できる小型連続測定機器も複

数の企業より販売されている。しかし、このような小型連続測定機器も、浄

水場などの大規模施設への導入を想定した機器が主であり、建築物への導入

を想定した機器を販売しているという回答はヒアリング対象企業からは得ら

れなかったことから、今後の技術の進歩による製品開発が望まれる。 

 

○  他方、ヒアリング対象企業及び研究成果によると、人の感覚に依る味や臭

いについては、実用可能な機器が無いとのことであり、今後の技術の進歩に

よる製品開発が望まれる。 

 

○  以上の課題を踏まえた上で、引き続き検討していくことが必要である。 

 

イ 飲料水に関する設備の維持管理 

 （現行の規定） 

○  空気調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準（平成 15年３月

25 日厚生労働省告示 119 号）、清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方

法等に係る基準（平成 15年３月 25日厚生労働省告示 117号）、建築物環境衛

生維持管理要領（平成 20 年 1 月 25 日健発第 0125001 号）及び地下水等を飲

用に供している特定建築物における給水管理について(昭和六二年四月一

日)(衛企第三三号)において、このうち本検討会の検討の対象になっているの

は別表７のとおりである。 

 

 （検討の方向性） 

○  ヒアリング対象企業によれば、固定カメラ、作業員が装備できるウェアラ

ブルカメラなどのクラウドカメラがあり、撮影した映像をクラウドのプラッ

トホームにアップロードし、リアルタイムでの監視のほか、過去に撮影した

映像の閲覧が可能なサービスがあった。また、別のヒアリング対象企業によ
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れば、計器等の付近に設置したカメラによる 1 日複数回の撮影とクラウドの

プラットホームへのアップロードを行うことで、リアルタイムでの監視には

及ばないものの写真撮影の回数分の定期点検を遠隔で行うことができるとの

ことであった。これらのことから、例えば、固定カメラを、貯水槽が配置され

ている場所に設置することで、当該貯水槽の水漏れや外壁の損傷、さび及び

腐食の有無などの設備の外面の定期的な点検について、これまで作業員が行

っていた現場での目視での確認に代えることが可能であると考えられる。 

 ただし、カメラは一台では施設の一面しか写すことが出来ず、多角的な監

視が困難であることから、遠隔カメラ等の設置場所に留意する必要がある。

さらに、貯水槽の内面の損傷や、劣化等の状況など遠隔カメラ等が設置でき

ない箇所も存在することから、これらの箇所については現在行われている定

期的な点検を引き続き継続しつつ、デジタル技術による代替の可能性につい

て引き続き検討していくことが必要である。 

 

○  なお、カメラの留意点及び定期的な点検の必要性については、前述の通り

である。 

 

（５） 雑用水 

ア 雑用水の衛生管理 

 （現行の規定） 

○  建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則第四条の二第１

号に基づき、給水栓における水に含まれる遊離残留塩素の含有率を百万分の

0.1（結合残留塩素の場合は、百万分の 0.4）以上に保持するようにするこ

と。ただし、供給する水が病原生物に著しく汚染されるおそれがある場合又

は病原生物に汚染されたことを疑わせるような生物若しくは物質を多量に

含むおそれがある場合の給水栓における水に含まれる遊離残留塩素の含有

率は、百万分の〇・二（結合残留塩素の場合は、百万分の一・五）以上とす

ることとされており、同施行規則第四条の二第５号に基づき、遊離残留塩素

の検査を７日以外毎に一回定期に行うことと規定されている。 

 

○  また、施行規則第４条の２第三号ハに基づき、散水、修景又は清掃の用に

供する水については、pH値、臭気及び外観を７日以内毎に一回、大腸菌及び

濁度を二月以内毎に一回、それぞれ定期的な検査が規定されている。また、

水洗便所の用に供する水について同施行規則第四条の二第四号に基づき、pH

値、臭気及び外観を７日以内毎に一回、大腸菌を二月以内毎に一回、それぞ

れ定期的な検査が規定されている。 

 

（検討の方向性） 
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○  残留塩素濃度、濁度、pH、味、臭いの定期検査については、（３）のアのと

おりであり、引き続き検討していくことが必要である。 

 

イ 雑用水に関する設備の維持管理 

 （現行の規定） 

○  空気調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準（平成 15年３月

25 日厚生労働省告示 119 号）、清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方

法等に係る基準（平成 15年３月 25日厚生労働省告示 117号）、建築物環境衛

生維持管理要領（平成 20 年 1 月 25 日健発第 0125001 号）において、このう

ち本検討会の検討の対象になっているのは別表８のとおりである。 

 

（検討の方向性） 

○  （３）のイと同様であり、引き続き検討していくことが必要である。 

 

（６） 排水 

 （現行の規定） 

○  建築物衛生法施行規則第４条の３第１項では、「排水に関する設備の掃除

を、六月以内ごとに一回、定期に、行わなければならない。」とされており、

本項は定期検査・点検ではないため、本検討会の検討項目ではない。 

 

○  しかし、空気調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準（平成

15 年３月 25 日厚生労働省告示 119 号）、清掃作業及び清掃用機械器具の維

持管理の方法等に係る基準（平成 15 年３月 25 日厚生労働省告示 117 号）、

建築物環境衛生維持管理要領（平成 20 年 1 月 25 日健発第 0125001 号）で

は、本検討会の検討項目として別表９のとおり挙げられているところ。 

 

（検討の方向性） 

○  建築物衛生法施行規則第４条の３第１項では、「排水に関する設備の掃除

を、六月以内ごとに一回、定期に、行わなければならない。」とされており、

本項は定期検査・点検ではないため、本検討会の検討項目ではない。 

 

○  また、空気調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準（平成 15

年３月 25日厚生労働省告示 119号）、清掃作業及び清掃用機械器具の維持管

理の方法等に係る基準（平成 15 年３月 25 日厚生労働省告示 117 号）、建築

物環境衛生維持管理要領（平成 20年 1月 25日健発第 0125001 号）で規定し

ている、排水管及び通気管並びにこれらに取り付けられた防虫網における損

傷、さび、腐食、詰まり及び漏水の有無や、排水槽及び阻集器における浮遊

物質及び沈殿物質の状況、壁面等の損傷又はき裂、さびの発生の状況及び漏
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水の有無については、外観による目視で確認ができる内容であるならば、（３）

のイ、（４）のイのとおり、小型カメラ等で代替することが可能であると考

えられる。しかし、管の内部の腐食や詰まりなど外観で判別がつかないもの

については、中間とりまとめの段階では十分な検討・結論を出すには至らな

かったことから、引き続き阪東班の研究成果も踏まえつつ、引き続き検討し

ていくべきである。 

 また、フロートスイッチ又は電極式制御装置、満減水警報装置、フート弁

及び排水ポンプの機能等の定期点検については、適正に稼働していること定

期に確認することが必要であるため、（１）のイと同様である。 

 

（７） 機械器具その他の設備 

 （現行の規定） 

○  清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法等に係る基準（平成 15年３

月 25日厚生労働省告示 117号）、本検討会の検討項目として別表 10のとおり

挙げられている 

 

（検討の方向性） 

○  空気調和用ダクト、貯水槽、排水管の清掃作業に用いる機械器具その他の

設備、水質検査に用いる機械器具その他の設備、ネズミ等の防除作業に用い

る機械器具その他の設備が正常に働いているかといったことを定期に検査す

ることを求めるものであり、中間とりまとめの検討・結論としては（１）のイ

と同じである。 

 

（８） 清掃 

 （現行の規定） 

○  建築物衛生法第第４条の５第１項では、「掃除は、日常行うもののほか、

大掃除を、六月以内ごとに一回、定期に、統一的に行うものとする。」とさ

れており、本項は本検討会の検討項目ではない。 

 

○  しかし、空気調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準（平成

15 年３月 25 日厚生労働省告示 119 号）、清掃作業及び清掃用機械器具の維

持管理の方法等に係る基準（平成 15 年３月 25 日厚生労働省告示 117 号）、

建築物環境衛生維持管理要領（平成 20 年 1 月 25 日健発第 0125001 号）で

は、本検討会の検討項目として別表 11のとおり挙げられている。 

 

（検討の方向性） 

○  清掃に関しては、清掃ロボットの活用が期待されているが、ヒアリング対

象企業によれば、階段などの段差を超えて清掃ができない、エレベーターを
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使うためには、エレベーター側の施設改修が必要であるなど、課題も多く、

完全な代替には至っていないが、不足する清掃作業従事者の人員の一部を担

っているという利点もあるとのことである。このため、当該清掃ロボットの

進歩については、引き続き注視しつつ、その活用と建築物衛生法令への組み

込みについては、阪東班の研究成果も踏まえつつ、引き続き検討していく必

要がある。 

 

○  また、日常的に清掃を行わない箇所、日常の清掃の及びにくい箇所や照明

器具、給排気口、ブラインド、カーテン等の汚れの状況に関する定期的な点

検については、汚れが蓄積している可能性が高い上、清掃ロボットでの対応

が困難であり、これらの汚れを検知する小型連続測定機器も実用化されてい

ないことから、衛生面の確保の観点からも定期的な点検を外すことは適切で

はない。 

 真空掃除機、床みがき機その他の清掃用機械、ほうき、モップその他の清

掃用器具の定期的な点検については（１）のイと同様である。 

 清掃用機械、清掃用器具、清掃用資材（洗剤、床維持剤等）の保管庫、廃

棄物の収集・運搬設備、貯留設備その他の処理設備の定期的な点検について

は、目視で行われている定期的な点検と同様である場合は、（３）のイ、（４）

のイのとおり、小型カメラ等の取扱いと同じであるが、廃棄物処理の適正な

処理能力の維持に係る確認、若しくはねずみ、昆虫等の生息、出入りの有無

の確認に関し、これらの常時監視や異常判別に係るデジタル技術の有無、活

用方法等については、中間とりまとめの段階では十分な検討・結論を出すに

は至らなかったことから、引き続き阪東班の研究成果も踏まえつつ、検討し

ていくべきである。 

 

（９） ネズミ等の防除 

 （現行の規定） 

○  建築物衛生法第第４条の５第２項第１号では、「ねずみ等の発生場所、生

息場所及び侵入経路並びにねずみ等による被害の状況について、定期に統一

的に調査を実施すること。」と規定されており、これが本検討会の検討項目

である。 

 

○  他方、空気調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準（平成 15

年３月 25日厚生労働省告示 119号）、清掃作業及び清掃用機械器具の維持管

理の方法等に係る基準（平成 15 年３月 25 日厚生労働省告示 117 号）では、

「食料を取扱う区域並びに排水槽、阻集器及び廃棄物の保管設備の周辺等特

にねずみ等が発生しやすい箇所について、二月以内ごとに一回、その生息状

況等を調査し、必要に応じ、発生を防止するための措置を講ずること。」と
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規定されているが、本項目は、デジタル臨時調査事務局から提示された見直

し対象項目では無いものの、本検討会にて併せて検討を行った。 

 

（検討の方向性） 

○  ヒアリング対象企業によると、熱を感知するサーモグラフィを使ったカメ

ラ、天井裏などに設置し、ネズミなど、動きのあったものを監視するセンサ

ー感知式暗視カメラや、飛来昆虫等を AI で同定するシステムが活用可能で

ある。しかし、ねずみ、ゴキブリ、ハエ、蚊、ノミなど多様な種類が存在し

ており、種ごとに大きさ、餌、潜伏場所などが異なる為、調査、対策も種ご

とに異なること、また、事務所、飲食点などの現場状況でも異なることから、

これらの種を問わず一律に調査・対策が実施できるとは限らないため、デジ

タル技術はねずみ等の防除に関する専門的な教育を受けた従事者が活用す

ることが必要との意見であった。また、当該企業からは、市場規模が小さい

為、ペストコントロールに特化した小型連続測定機器の開発を行うメーカー

が少ないこと、現場で IoT機器を使用した際、建築物所有者からインターネ

ット回線使用許可が降りず、通信費が駆除業者の負担になるといった課題も

寄せられた。 

 

○  他方、ネズミ等の有無について、トラップを用いた捕獲調査等が行われて

いるところ、トラップを忌避するネズミ等も出現していることから、既存の

手法では正確な調査が難しくなってきているところであり、物理的接触を必

要としない調査方法が必要とされている。 

 

○  なお、ネズミや衛生害虫を自動で駆除する有効なロボット等は存在しない

ことから、駆除の段階では熟練者による「人の手」が必要である。 

 

○  従って、完全に代替することは困難であるものの、上記の小型連続測定機

器については、ネズミ等が発生しやすい場所に必要なタイミングで設置する

などの活用の余地があるが、上記ヒアリング企業から寄せられた課題も踏ま

えつつ、引き続き検討すべきである。 

 

（１０） その他 

 ○ 本検討会での検討項目と直接の関係は無いが、本検討会での検討の過程におけ

るヒアリング対象企業からの報告に基づき、以下の項目についても検討を行った。 

ア 所有者等における帳簿書類の保管 

（現行の規定） 

  ○ 特定建築物所有者等は建築物衛生法第 10 条に基づき、厚生労働省令の定め

るところにより、当該特定建築物の維持管理に関し環境衛生上必要な事項を記
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載した帳簿書類を備えておかなければならないとされており、具体的には、同

施行規則第 12 条で、以下の通りとされている。 

・  空気環境の調整、給水及び排水の管理、清掃並びにねずみ等の防除の状

況（これらの措置に関する測定又は検査の結果並びに当該措置に関する設

備の点検及び整備の状況を含む。）を記載した帳簿書類 

・  当該特定建築物の平面図及び断面図並びに当該特定建築物の維持管理に

関する設備の配置及び系統を明らかにした図面 

・  建築物環境衛生管理技術者の兼任に関し業務の遂行に支障が無いことを

確認した結果を記載した書面 

・  その他当該特定建築物の維持管理に関し環境衛生上必要な事項を記載し

た帳簿書類 

 

（検討の方向性） 

○  ヒアリング対象企業によると、空気環境の測定結果、残留塩素濃度などの水

質検査結果、排水の管理と言った建築物環境衛生管理基準に係る測定又は検査

の結果を、クラウド等にアップロードし、収集、分析を行っているなど、すで

にデジタル技術を使った管理がなされている特定建築物がある。 

 

○  この点、法令が求める要件を満たした上で、都道府県知事等による立入検査

時などにおいて、必要な情報を提示し、自身が管理する特定建築物が衛生上、

良好に維持されていることを疎明できるようになることを前提に、このような

技術の活用を推進することは妥当である。 

 

 イ 都道府県等に対する届出又は報告 

（現行の規定） 

○  建築物衛生法第 11条第１項及び施行規則第 21条第１項に基づき、都道府県

知事が必要と認める場合には、特定建築物所有者等に対し、必要な報告をさせ

ることができるとされている。 

 

○  この点について、各都道府県によって、報告の頻度や報告様式が異なるとい

った違いがあるものの、特定建築物の維持管理状況を定期的に報告させている

ことで制度を運用している実態が認められる。 

 

（検討の方向性） 

○  「ア」のとおり、建築物環境衛生管理基準に係る測定又は検査の結果をデー

タで管理、分析している中、特定建築物の維持管理状況を書面で各都道府県に

報告することは、人的労力の関係上、避けることが望ましい。しかし、特定建

築物の所有者等が建築物環境衛生管理基準に係る測定又は検査の結果をデー
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タで管理している場合、使用するソフトウェア、表示画面や報告書に出力する

場合の様式などが開発会社によって異なる。他方、各都道府県等で様式を定め

ているのは、管内に多数存在する特定建築物の管理を効率化するためである。

以上を勘案するに、各都道府県等が定めた様式に記入したファイルを添付した

メールでの送付でも差し支えないとするなど、可能な範囲から取り組んで行く

ことは妥当と考える。 

 

３ おわりに 

 ○ 今回、建築物環境衛生管理基準等の維持管理のために設けられている定期検

査・点検におけるデジタル技術の活用について検討を行ったところである。本報

告書で引き続き検討とされた内容についてもデジタル技術は、日々、技術が進歩

していることから、今後の動向を注視しながら、不断の検討を行っていくべきで

ある。 
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別表（現行の規定） 

別表１ 空気環境の測定 

項目 管理基準 頻度 測定機器 

浮 遊 粉

じん 
0.15mg/m

3
以下 

【測定頻度】 

・ 2か月以内に 1回測定 

【測定時点・地点】 

・ 始業後～中間時、中間

時～終業前の適切な２時点

において、各階ごとに１カ

所以上適当な居室を選ん

で、その中央部の床上７５

ｃｍ以上１５０ｃｍ以下の

位置で測定 

・ 浮遊粉じん、二酸化炭

素、一酸化炭素は算術平均

で評価 

グラスファイバーろ紙（0.3

μmのステアリン酸粒子を

99.9%以上捕集する性能を有

するものに限る。）を装着し

て相対沈降径がおおむね 10μ

m以下の浮遊粉じんを重量法

により測定する機器又は厚生

労働大臣の登録を受けた者に

より当該機器を標準として較

正（注１）された機器 

一 酸 化

炭素 

６ ppm以下 検知管方式による一酸化炭素

検定器（注２） 

二 酸 化

炭素 

1,000ppm以下 検知管方式による二酸化炭素

検定器（注２） 

温度 (1) 18℃以上 28℃

以下 

(2) 居室の温度を

外気より低くする

場合は、その差を著

しくしないこと 

0.5度目盛の温度計（注２） 

相 対 湿

度 

40%以上 70%以下 0.5度目盛の乾湿球湿度計

（注２） 

気流 0.5m/s以下 0.2ｍ/ｓ以上の気流を測定す

ることができる風速（注２） 

ホ ル ム

ア ル デ

ヒド 

0.1mg/m
3
以下 

【測定頻度】 

・ 特定建築物の建築、大

規模修繕、大規模模様替の

後、建築物の使用を開始し

た日以後に最初に到来する

6～9月に 1回測定 

2・4－ジニトロフェニルヒド

ラジン捕集－高速液体クロマ

トグラフ法により測定する機

器、4－アミノ－3－ヒドラジ

ノ－5－メルカプト－1・2・4

－トリアゾール法により測定

する機器又は厚生労働大臣が

別に指定する測定器（注３） 

（注１）大臣の登録を受けた登録較正機関による年１回の較正が必要 

（注２）同程度以上の性能を有する測定器の使用も可 

（注３）測定器の仕様書および取扱説明書等に従い適切に使用する必要 



25 

別表２ 空気調和設備の衛生管理に関する現行の規定 

 

建築物衛生法施行規則（空気調和設備に関する衛生上必要な措置） 

第三条の十八 令第二条第一号ニに規定する措置は、次の各号に掲げるものとす

る。 

一 冷却塔及び加湿装置に供給する水を水道法（昭和三十二年法律第百七十七

号）第四条に規定する水質基準に適合させるため必要な措置 

二 冷却塔及び冷却水について、当該冷却塔の使用開始時及び使用を開始した

後、一月以内ごとに一回、定期に、その汚れの状況を点検し、必要に応じ、そ

の清掃及び換水等を行うこと。ただし、一月を超える期間使用しない冷却塔に

係る当該使用しない期間においては、この限りでない。 

三 加湿装置について、当該加湿装置の使用開始時及び使用を開始した後、一月

以内ごとに一回、定期に、その汚れの状況を点検し、必要に応じ、その清掃等

を行うこと。ただし、一月を超える期間使用しない加湿装置に係る当該使用し

ない期間においては、この限りでない。 

四 空気調和設備内に設けられた排水受けについて、当該排水受けの使用開始時

及び使用を開始した後、一月以内ごとに一回、定期に、その汚れ及び閉塞の状

況を点検し、必要に応じ、その清掃等を行うこと。ただし、一月を超える期間

使用しない排水受けに係る当該使用しない期間においては、この限りでない。 

五 冷却塔、冷却水の水管及び加湿装置の清掃を、それぞれ一年以内ごとに一

回、定期に、行うこと。 
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別表３ 空気調和設備及び機械換気設備の維持管理 

 

空気調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準 

（平成 15 年３月 25日厚生労働省告示 119号） 

清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法等に係る基準 

（平成 15年３月 25日厚生労働省告示 117号 

  空気清浄装置について、ろ材又は集じん部の汚れの状況及びろ材の前後

の気圧差等を定期に点検し、必要に応じ、ろ材又は集じん部の性能検査、

ろ材の取替え等を行うこと。 

  送風機及び排風機について、定期に送風量又は排風量の測定及び作動状

況を点検すること。 

  冷却塔について、集水槽、散水装置、充てん材、エリミネータ等の汚れ、

損傷等並びにボールタップ及び送風機の作動状況を定期に点検すること。 

  自動制御装置について、隔測温湿度計の検出部の障害の有無を定期に点

検すること。 

建築物環境衛生維持管理要領（平成 20 年 1月 25日健発第 0125001 号） 

  エアフィルターや静電式空気清浄装置(分煙用を含む。)等の空気清浄装

置については、ろ材やフィルターチャンバ内部の汚染状況、イオン化部及

び集じんユニット部の汚染状況、ろ材の変形、空気漏れ等について定期的

に点検を行い、必要に応じ、整備、補修その他の措置を講じること。 

  全熱交換器については、定期的にフィルターやエレメントの汚れを点検

し、必要に応じ、清掃、交換その他必要な措置を講じること 

  自動制御装置については、経年変化に対する調整及び設定温(湿)度と室

内の温(湿)度との差の点検も行うこと。また、適切な外気導入量を確保す

るため、定期に風量の点検を行うこと。なお、実測値との差が認められた

場合には、センサー等の調整を実施すること 
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別表４ 飲料水の管理 

 

項目 措置内容 

ア 給水栓における水に含まれる遊離残留塩素の

含有率を百万分の 0.1（結合残留塩素の場合

は、百万分の 0.4）以上に保持するようにす

ること。 

※ 供給する水が病原生物に著しく汚染されるお

それがある場合、病原生物に汚染されたこと

を疑わせるような生物若しくは物質を多量

に含むおそれがある場合は、給水栓における

水に含まれる遊離残留塩素の含有率を百万

分の 0.2（結合残留塩素の場合は、百万分の

1.5）以上とすること。 

検査：7日以内ごとに 1回 

イ 貯水槽の点検など、有害物、汚水等によって水

が汚染されるのを防止するため必要な措置 

清掃：１年以内ごとに 1回 

ウ 飲料水の水質検査 別表●、別表●のとおり。 

エ 給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他

の状態により供給する水に異常を認めたと

きは、水質基準省令の表の上欄に掲げる事項

のうち必要なものについて検査を行うこと。 

その都度 

オ 飲料水に健康被害のおそれがあることを知っ

た時の給水停止及び関係者への周知 

直ちに 
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別表５ 水道又は専用水道から供給する水のみを水源として飲料水を供給する場合

の水質検査項目 

 

検査回数 6 ヶ月ごとに 1回 １年ごとに 1回 

（6月 1日～9月 30 日） 

検査項目 一般細菌 

大腸菌 

鉛及びその化合物※ 

亜硝酸態窒素 

硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 

亜鉛及びその化合物※ 

鉄及びその化合物※ 

銅及びその化合物※ 

塩化物イオン 

蒸発残留物※ 

有機物（全有機炭素（TOC）の量） 

pH値 

味 

臭気 

色度 

濁度 

シアン化物イオン及び塩化シアン 

塩素酸 

クロロ酢酸 

クロロホルム 

ジクロロ酢酸 

ジブロモクロロメタン 

臭素酸 

総トリハロメタン 

トリクロロ酢酸 

ブロモジクロロメタン 

ブロモホルム 

ホルムアルデヒド 

備考 ● 給水栓における水の色、濁り、におい、味その他の状態より供給する

水に異常を認めたとき→必要な項目について検査 

※の項目は、水質検査の結果、水質基準に適合していた場合は、その次の

回の水質検査時に省略可能。 
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別表６ 地下水、その他上表に掲げる水以外の水を水源の全部又は一部として飲料水

を供給する場合の水質検査項目 

 

検査回数 6 ヶ月ごとに 1回 １年ごとに 1回 

（6月 1日～9 月 30日） 

3 年ごとに 1回 

検査項目 一般細菌 

大腸菌 

鉛及びその化合物※ 

亜硝酸態窒素 

硝酸態窒素及び亜硝酸態

窒素 

亜鉛及びその化合物※ 

鉄及びその化合物※ 

銅及びその化合物※ 

塩化物イオン 

蒸発残留物※ 

有機物（全有機炭素（TOC）

の量） 

pH 値 

味 

臭気 

色度 

濁度 

シアン化物イオン及び塩

化シアン 

塩素酸 

クロロ酢酸 

クロロホルム 

ジクロロ酢酸 

ジブロモクロロメタン 

臭素酸 

総トリハロメタン 

トリクロロ酢酸 

ブロモジクロロメタン 

ブロモホルム 

ホルムアルデヒド 

四塩化炭素 

シス-1,2-ジクロロ

エチレン及びトラン

ス-1,2-ジクロロエ

チレン 

ジクロロメタン 

テトラクロロエチレ

ン 

トリクロロエチレン 

ベンゼン、フェノー

ル類 

備考 ● 給水開始前→水道水質基準に関する省令の全項目（51項目） 

● 給水栓における水の色、濁り、におい、味その他の状態より供給する水

に異常を認めたとき→必要な項目について検査 

● 周辺の井戸等における水質の変化その他の事情から判断して、水質基準

に適合しないおそれがあるとき→必要な項目について検査 

※の項目は、水質検査の結果、水質基準に適合していた場合は、その次の回

の水質検査時に省略可能。 
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別表７ 飲料水に関する設備の維持管理 

 

空気調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準 

（平成 15 年３月 25日厚生労働省告示 119号） 

清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法等に係る基準 

（平成 15年３月 25日厚生労働省告示 117号 

  貯水槽の内面の損傷、劣化等の状況を定期に点検し、必要に応じ、被覆その他

の補修等を行うこと。 

  貯水槽の水漏れ並びに外壁の損傷、さび及び腐食の有無並びにマンホールの密

閉状態を定期に点検し、必要に応じ、補修等を行うこと。 

  水抜管及びオーバーフロー管の排水口空間並びにオーバーフロー管及び通気

管に取り付けられた防虫網を定期に点検し、必要に応じ、補修等を行うこと。 

  ボールタップ、フロートスイッチ又は電極式制御装置、満減水警報装置、フー

ト弁及び塩素滅菌器の機能等を定期に点検し、必要に応じ、補修等を行うこと。 

  給水ポンプの揚水量及び作動状況を定期に点検すること。 

  水系統の配管の損傷、さび、腐食及び水漏れの有無を定期に点検し、必要に応

じ、補修等を行うこと。 

  衛生器具の吐水口空間の保持状況を確認することにより、逆サイホン作用によ

る汚水等の逆流又は吸入のおそれの有無を定期に点検し、必要に応じ、適切な措

置を講ずること。 

建築物環境衛生維持管理要領（平成 20 年 1月 25日健発第 0125001 号） 

  貯水槽の水漏れ、外壁の損傷、さび及び腐食の有無、マンホールの密閉状態、

水抜管及びオーバーフロー管の排水口空間並びにオーバーフロー管及び通気管

等に取り付けられた防虫網の点検は、定期的に、次の点に留意して行うこと。 

  管の損傷、さび及び水漏れについては、目視のほか、残留塩素量及び給水量の

推移等を参考として点検し、必要に応じ、管の補修等を行うこと。 

  防錆剤の注入装置は、濃度を安定して維持できる性能を有するもので、かつ、

水質の汚染をきたさない材質のものを使用すること。また、運転状況及び性能を

定期的に点検し、必要に応じ、整備、補修等を行うこと。 

地下水等を飲用に供している特定建築物における給水管理について 

(昭和六二年四月一日)(衛企第三三号) 

 地下水等を飲用に供している場合における、水源となつている井戸等の管理等の

措置 

・ 地下水等使用者は、井戸等の構造(井筒、ケーシング、ポンプ、吸込管、弁

類、管類、井戸のふた、水槽等)及び井戸等の周辺の清潔保持等につき定期的に

点検を行い、汚染源に対する防護措置を講ずるとともに、これら施設を清潔に保

持すること。 
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別表８ 雑用水に関する設備の維持管理 

 

空気調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準 

（平成 15 年３月 25日厚生労働省告示 119号） 

清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法等に係る基準 

（平成 15年３月 25日厚生労働省告示 117号 

  雑用水槽の内面の損傷、劣化等の状況を定期に点検し、必要に応じ、被覆その

他の補修等を行うこと。 

  雑用水槽の水漏れ並びに外壁の損傷、さび及び腐食の有無並びにマンホールの

密閉状態を定期に点検し、必要に応じ、補修等を行うこと。 

  水抜管及びオーバーフロー管の排水口空間並びにオーバーフロー管及び通気

管に取り付けられた防虫網を定期に点検し、必要に応じ、補修等を行うこと。 

  ボールタップ、フロートスイッチ又は電極式制御装置、満減水警報装置、フー

ト弁及び塩素滅菌器の機能等を定期に点検し、必要に応じ、補修等を行うこと。 

  給水ポンプの揚水量及び作動状況を定期に点検すること。 

  雑用水系統の配管及びバルブの損傷、さび、腐食、スライム又はスケールの付

着及び水漏れの有無を定期に点検し、必要に応じ、補修等を行うこと。。 

  衛生器具の吐水口空間の保持状況を確認することにより、逆サイホン作用によ

る汚水等の逆流又は吸入のおそれの有無を定期に点検し、必要に応じ、適切な措

置を講ずること。 

建築物環境衛生維持管理要領（平成 20 年 1月 25日健発第 0125001 号） 

 水抜管及びオーバーフロー管並びにオーバーフロー管及び通気管等に取り付

けられた防虫網については、定期的に損傷、さび、腐食、詰まり及び漏水の有無

を点検し、機能が阻害されていないことを確認すること。 
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別表９ 排水に関する設備の維持管理 

 

空気調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準 

（平成 15年３月 25日厚生労働省告示 119号） 

清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法等に係る基準 

（平成 15年３月 25日厚生労働省告示 117号 

  排水管及び通気管について、損傷、さび、腐食、詰まり及び漏れの有無を定期に点

検し、必要に応じ、補修等を行うこと。 

  排水槽及び阻集器について、浮遊物質及び沈殿物質の状況、壁面等の損傷又はき

裂、さびの発生の状況及び漏水の有無を定期に点検し、必要に応じ、補修等を行うこ

と。 

  フロートスイッチ又は電極式制御装置、満減水警報装置、フート弁及び排水ポンプ

の機能等を定期に点検し、必要に応じ、補修等を行うこと。 

建築物環境衛生維持管理要領（平成 20年 1月 25日健発第 0125001号） 

 排水管及び通気管並びにこれらに取り付けられた防虫網については、定期的に損

傷、さび、腐食、詰まり及び漏水の有無を点検し、機能が阻害されていないことを確

認すること。寒冷地については、凍結又は積雪によるベントキャップの閉塞等に留意

すること。 
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別表 10 作業を行うための機械器具その他の設備の点検 

 

清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法等に係る基準 

（平成 15年３月 25日厚生労働省告示 117号 

  空気調和用ダクトの清掃作業に用いる機械器具その他の設備について、定期に点

検し、必要に応じ、整備又は修理を行うこと。 

  貯水槽の清掃作業に用いる機械器具その他の設備について、定期に点検し、必要に

応じ、整備又は修理を行うこと。 

  水質検査に用いる機械器具その他の設備について、定期に点検し、必要に応じ、整

備又は修理を行うこと。また、使用する機械器具その他の設備の点検等の記録を、機

械器具その他の設備ごとに整理して保管すること。 

  排水管の清掃作業を行うための機械器具その他の設備について、定期に点検し、必

要に応じ、整備又は修理を行うこと。 

  ねずみ等の防除作業に用いる機械器具その他の設備について、定期に点検し、必要

に応じ、整備又は修理を行うこと。 
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別表 11 清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理 

空気調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準 

（平成 15年３月 25日厚生労働省告示 119号） 

清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法等に係る基準 

（平成 15年３月 25日厚生労働省告示 117号 

  日常的に清掃を行わない箇所の清掃について、六月以内ごとに一回、定期に汚れの

状況を点検し、必要に応じ、除じん、洗浄等を行うこと。 

  真空掃除機、床みがき機その他の清掃用機械及びほうき、モップその他の清掃用器

具並びにこれら機械器具の保管庫について、定期に点検し、必要に応じ、整備、取替

え等を行うこと。 

  廃棄物の収集・運搬設備、貯留設備その他の処理設備について、定期に点検し、必

要に応じ、補修、消毒等を行うこと。 

清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法等に係る基準 

（平成 15年３月 25日厚生労働省告示 117号） 

 作業計画及び作業手順書の内容並びにこれらに基づく清掃作業の実施状況につい

て、三月以内ごとに一回、定期に点検し、必要に応じ、適切な措置を講ずること。 

建築物環境衛生維持管理要領（平成 20年 1月 25日健発第 0125001号） 

  建築物の清掃は当該建築物の用途、使用状況並びに劣化状況、建築資材等を考慮し

た年間作業計画及び作業手順書を作成し、その計画及び手順書に基づき実施するこ

と。また、実施状況について定期に点検し、必要に応じ、適切な措置を講じること。 

  日常行う清掃のほか、6月以内ごとに 1回、定期に行う清掃(大掃除)においては、

天井等日常の清掃の及びにくい箇所及び照明器具、給排気口、ブラインド、カーテン

等の汚れの状況を点検し、必要に応じ、除じん、洗浄を行うこと。 

  清掃用機械及び清掃用器具並びに清掃用資材(洗剤、床維持剤等)の保管庫につい

ては、6月以内ごとに 1回、定期に、次の点に留意して点検し、必要に応じ、整

備、取替え等を行うこと。 

（１）機械器具の機能が著しく劣化していないこと。 

（２）洗剤タンク、汚水タンクの漏れがないこと。 

（３）保管庫内が整とんされ、清潔で、ねずみ、こん虫等が生息あるいは出入してい

ないこと。 

  収集・運搬設備、貯留設備その他の廃棄物処理設備については、6月以内ごとに

1回、定期に、次の点に留意して点検し、必要に応じ、補修、消毒等の措置を講じ

ること。 

（１）収集・運搬設備、貯留設備その他の廃棄物処理設備が清潔に保たれ、かつ、

当該建築物において発生する廃棄物を適正に処理する能力を維持していること。 

（２）著しい臭気、ほこり及び排煙等の発生がないこと。 

（３）ねずみ、こん虫等が生息あるいは出入していないこと。 
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参考 

●デジタル技術を活用した建築物環境衛生管理のあり方に関する検討会開催要綱 

 

１ 趣旨・目的 

  「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン（令和４年６月３日デジタル

臨時行政調査会）」に基づき、７項目のアナログ規制に関する見直しに向けた工程

表が令和４年 12 月 21 日に「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の見直しに係

る工程表」として公表されたところである。 

このうち、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45年法律第 20

号）及び下位政省令（以下「建築物衛生法令」という。）に関しては、建築物環境

衛生管理基準等の維持管理のために設けられている定期検査・点検等がデジタル

技術による規制の見直し対象としてあげられている。また、建築物衛生法令に基

づき制定された厚生労働大臣告示及び行政通達に関しても、同趣旨の見直しが求

められている。 

これらの状況を踏まえ、学識経験者等で構成される検討会を開催し、適切な建

築物衛生管理に必要な事項について検討を行う。 

 

２ 検討事項 

（１）建築物環境衛生管理基準の維持管理のために設けられている定期検査・点検等

に関するデジタル技術を活用した見直しについて 

（２）建築物衛生法令に基づく厚生労働大臣告示及び行政通達で規定されている定期

検査・点検等に関するデジタル技術を活用した見直しについて 

（３）その他適切な建築物衛生管理に必要な事項について 

 

３ 構成等 

（１）本検討会の構成員は別紙のとおりとし、構成員の互選による座長を置く。 

（２）座長は検討会を代表し、会務を総括する。 

（３）座長が不在のときは、あらかじめ座長が指名する者が座長代理としてその職務

を代理する。 

（４）本検討会は、必要に応じ、構成員以外の有識者の出席を求めることができる。 

 

４ 運営 

（１） 本検討会は健康・生活衛生局長が開催する。 

（２） 本検討会は原則公開とし、会議資料及び議事録についても、後日 HPにおいて

公開する。ただし、議事内容により、座長が非公開とすることが必要であると認め

る場合は、開催予定とともに非公開である旨及びその理由を公開し、会議終了後、

可能な範囲で会議資料及び議事要旨を公開する。 

（３） 構成員が検討会に出席できない場合において、当該構成員は代理の者を立て
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て意見を述べることができる。この場合、構成員の出席と見なすこととする。 

（４） 座長が必要と認めるとき、持ち回り審議により検討会の開催に代えることが

できる。この場合、構成員は書面で意見を提出するものとする。 

（５） 本検討会の庶務は健康・生活衛生局生活衛生課が行う。 

（６） この要綱に定めるもののほか、本検討会の運営に関して必要な事項は座長が

検討会の了承を得て、その取扱いを決定するものとする。 
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●デジタル技術を活用した建築物環境衛生管理のあり方に関する検討会 構成員 

◎：座長、〇：座長代理 

 

 

 

 井上  洋 一  一般社団法人 産業保健法学会 理事、弁護士 

 岡田  有 策  慶應義塾大学 理工学部管理工学科 教授 

〇 鍵  直 樹  東京工業大学 環境・社会理工学院 建築学系 教授 

 鎌田  元 康  
公益財団法人 日本建築衛生管理教育センター 顧問 

（～第３回検討会） 

 金  勲  国立保健医療科学院 生活環境研究部 上席主任研究官 

◎ 倉 渕  隆  東京理科大学 副学長 

 坂 下  一 則  
東京都 福祉保健局 健康安全研究センター広域監視部 

建築物監視指導課 統括課長代理 

 杉 川 聡  公益社団法人 全国ビルメンテナンス協会 理事 

 谷 川  力  公益社団法人 日本ペストコントロール協会 理事 

 辻  真 弓  産業医科大学 衛生学 教授 

 永田  哲 郎  一般社団法人 日本ビルヂング協会連合会 常任参事役 

 二階堂  理  公益社団法人 全国建築物飲料水管理協会 副会長 

 三橋 博巳  
公益財団法人 日本建築衛生管理教育センター 会長 

（第４回検討会～） 
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●開催状況 

第１回 令和５年 

８月８日 

・検討会の開催趣旨について 

・本検討会における検討課題について 

・厚労科研で実施している研究成果について 

・今後の進め方（案）について 

第２回 10月10日 関係者からのヒアリング① 

第３回 11月28日 関係者からのヒアリング② 

第４回 ２月28日 関係者からのヒアリング③ 

第５回 ３月30日 中間とりまとめ（案）について 
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